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■第２回「仕事と家族」に関する全国調査より
松倉 力也（日本大学人口研究所）　

1.はじめに
　日本大学人口研究所は、2007年より世界保
健機関（以下WHO）から人口・保健・開発に
関する３分野で共同研究機関としてコラボレー
ティング・センターに認定されており、その役
割の１つとして先進国におけるリプロダクティ
ブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）の問題につ
いて研究を行っている。この研究の１つとして、
2007年に日本大学人口研究所はＷＨＯと共同で
第１回「仕事と家族」に関する全国調査を実施し
た。 この第１回目の調査では先進国における低
出生とリプロダクティブ・ヘルスの問題につい
ての研究を重点に調査が行われており、就業と
育児を取り囲む出生率の関係や、妊孕力に関す
る研究を行うためのデータの収集などを目的に
したものである
　この第1回の調査の研究成果は、日本大学人
口研究所がWHOおよび国際人口学会（IUSSP）
と共同で2008年11月に東京で開催した国際会
議 （アジアにおける低出生とリプロダクティブ・
ヘルス）において発表されている。この会議に
は世界各国から著名な人口学者、社会学者、経
済学者や生物学者が参加しており、「低出生のメ
カニズム」と「低出生国におけるリプロダクティ
ブ・ヘルス」の２点を軸に、 日本・アジア諸国
を含めた低出生国における人口問題についての
研究成果が報告された。会議での結果は出版物
として、2009年に出版された学術雑誌「As i a n 
Popula t ion Stud ies」（2009年既刊）および、
Spr inger社から書籍として出版される他、他の
学術雑誌はもとより、世界中のマスコミにも取

り上げられた。
　これらの研究成果を踏まえ日本大学人口研究
所は2010年に第２回「仕事と家族」に関する全
国調査を実施した。この調査も第1回目と同様に
WHOと共同で調査を実施しており、前回に引
き続き先進国における低出生とリプロダクティ
ブ・ヘルス（性と生殖に関する健康）の問題につ
いてデータの集積が行われている。この「仕事と
家族」に関する全国調査の調査デザインのもう１
つの大きな特徴は、調査自体はクロスセクション
で行なわれているが、調査のフレーム・ワークは
過去に行なわれた毎日新聞が実施した調査（毎
日新聞社人口問題調査会、2005年）とリンクが
可能となるようにデザインされている点である。
従って、クロスセクションでありながら、時系列
的な分析も可能となっている。毎日新聞社は過去
50年以上、家族計画調査等、多くの世論調査を
実施しており、これらの過去の膨大なデータ蓄積
を使用すると共に、今回の調査では新たな問題
に関して幾つかの質問を加えるなどして補完して
いる。本調査はわが国の人口問題に関して懸念
されている、少子高齢化、労働力不足、家庭内
介護等の様々な経済・社会問題に対する研究に
関して非常に魅力的な研究資料となっている。
　特に、今回の調査では、従来から継続する質
問に加え、就労やそれに伴う環境などの設問も多
く加えられている。女性の就労と引き合いに出さ
れる出生率であるが、人口構造が急激に変化し
ていくわが国では、労働力自体も重要な研究課題
である。例えば、1999年以降わが国では労働力
が減少しており、将来的な総人口の減少と相まっ
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て、わが国の社会・経済に大きな影響を与えるこ
とになる。労働参加は各世代や男女別にその決定
要因が大きく異なる上に、短期的な経済要因にも
影響を受ける。また、就労パターンは家族との相
互的な関係の上にも成り立っており、これらの関
係を明確にする研究の必要性が生じてきた。本稿
では、第２回「仕事と家族」に関する全国調査の
結果を使用し、将来のわが国において重要な課
題となる労働力について、従来行われていない新
しい観点から行なった研究結果の概要を示す。

2.調査の方法
　調査は全国の満20歳以上59歳以下の男女計
9000人を対象に、2010年10月22日から11月
28日に留め置き法で行った。実査および調査票
の点検・管理は社団法人中央調査社に委託した。
　抽出方法については、基本的に住民基本台帳
を使用して層化２段無作為抽出法で行った。層
化の方法として、全国を９ブロック（北海道、東
北、関東、北陸、中部、近畿、中国、四国、九州）、 
さらに各ブロックを都市規模別（大都市、人口20
万人以上の市、人口10万人以上の市、人口５万
人以上の市、人口５万人未満の市、その他の市
町村）に６分類した。平成17年国勢調査時に設
定された調査区の基本単位区を第１次抽出単位
として上記計53地区層（四国ブロックには大都
市の該当なし）の中から500地点を無作為に抽出
した。さらに、第２次抽出段階として、抽出され
た500地点にある世帯の中から、層別推定母集
団の規模に従って比例配分で計9000名を無作
為に抽出した（抽出台帳として住民基本台帳を使
用）。なお、住民基本台帳の閲覧が自治体により
許可されなかった地点（計500地点中1地点のみ）
は、住宅地図データベースを使用して層化３段
無作為抽出法によって対象者の抽出を行った。
　アタック総数9000件のうち最終有効回収数
は5162件で、回収率は57.4％（5162/9000）
であった。欠票調査票数（3838件）のうち、欠
票理由の内訳は転居（305件、欠票数の7.9％）、
住所不明（159件、欠票数の4.1％）、長期不在（135
件、欠票数の3.5％）、一時不在（678件、欠票数
の17.7％）、郵送希望（188件、欠票数の4.9％）、
その他（108 件、欠票数の2.8％）、拒否（2265 件、
欠票 数の59.0％）だった。欠票理由のうち対象
不適格とみなすことが出来る「転居」、「住所不明」
「死亡を含むその他」をアタック総数から除くと、

回収率は若干上がり、61.2％［5162 / {9000－（305
＋159＋108）}］になる。
　母集団の推定構成比と回答者の構成比を性・年
齢別に比較したウェイト値（図1）を計算している。
母集団の推定構成比に比べて、若年層の回答者の
比率が男女ともに低い傾向が見られ、反対に40
歳代半ばぐらいから回答者の比率が若干高くなっ
ている。性別では、女性の方が多少高い比率で含
まれている。以下における本稿での値については
この重み付けで調整した値を使用して報告する。

3.使用データサンプル
　人口構造変化と人口減が進展していく中で、経
済・社会を支えるための不足する労働力の問題が
様々なメディアを通して叫ばれている。労働力の
確保には外国人労働に頼るという政策もあるが、
基本的には高齢者や女性に対してその労働力の潜
在性に期待がよせられている。女性の労働参加率
を見ると、従来のＭ字型と言われる結婚、出産お
よび育児による労働市場からの撤退というパター
ンが幾分薄れてきてはいるものの、依然としてそ
の傾向は存続している。女性のこの時期の労働力
の研究に関しては、我々が行なった第１回、第２
回「仕事と家族」に関する全国調査以外でも多くの
調査が実施されており、その研究成果も多い。ま
た、高齢者に関しても労働力や健康状態の関係な
どから、労働供給を探る調査は多く行われている。
今回行なった調査では、現在就労している労働
者に対して引退後の就労意識、さらに再就職に必
要となることなどを質問している。本稿ではこれ
らの回答者の今後の労働参加という可能性と、そ
のために必要となる能力についての分析を紹介す
る。労働者が今後労働参加を継続させるためには、
当然彼らの生産性の維持や、能力を向上させる
必要がある。今回の調査ではその問題に関連した
新しい観点からの設問が幾つか加えられている。
従って、ここでは近い将来における高齢者の労働
参加を担うであろう、中高年者に注目して、さら
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なるオンザジョブ・トレーニングと新たなスキル
の習得に関する需要について見ていくことにする。
　本稿で使用するオンザジョブ・トレーニング
の需要を必要する回答者のサンプルは以下のと
おりとする。年齢は40歳から59歳で調査時に
就業をしているサンプルを使用し、総サンプル
数は2339ケースである。この2339サンプルの
属性が表１に示されている。半分以上が男性で
あり、80.7％が結婚しており、都市部に住んで
いるものが全体の87.4％である。また、教育レ
ベルは95％以上が高卒以上であり、29.2％が大
卒以上の学歴を持っている。さらに、現在の仕
事の就業年数は40％が20年以上の就業年数を
持っており、サンプルにおける就業者のほとん
どが安定した雇用環境にある。

4.ファイナンシャル・リテラシーのレベル
　引退後は貯蓄や資産（年金などを含む）などを
生活費に充てるライフサイクル経済理論では、個

人は様々な金融資産の運用方法や、その投資の
リスクやリターンなどの充分な知識を持っている
ものと仮定されている。従って、充分な金融の知
識がない場合においては、この理論は成り立たな
くなる。実際、引退後の生活が困難になる多くの
ケースが見られており、このようなことから近年
においては経済学の分野では金利の概念、預貯
金や投資など、全般的な金融に関する知識を示
すファイナンシャル・リテラシーの重要性が認識
されている。アメリカでは、この点に関する調査
が数多く行われおり、近年では高齢化問題を抱
える多くの国での共通の問題意識になっている。
ファイナンシャル・リテラシーに関する質問は世
論調査などにレベルの異なる幾つかの設問を置
いて確かめるという手法がとられている。
　今回の第２回「仕事と家族」に関する全国調査
ではこれに関する設問として「利子率」、「所得
に対するインフレの影響」、「投資のリスクと多
様化の重要性」などの項目をおりまぜながら幾つ
かの設問が含まれている。また、Lusa r d i a nd 
Mitchell （2007）が行なった８カ国に対するファ
イナンシャル・リテラシーに関する調査と同じ設
問も幾つか今回の調査に取り入れている。
　表2では第２回「仕事と家族」に関する全国調
査からファイナンシャル・リテラシーに関する設
問の結果が示されている。この結果を見ると、
日本の中高年の就業者において、60％以上が、
利子率および、インフレに関する知識を有して
いることになる。一方、投資のリスクと多様化
の重要性に関しては正解が約40％にとどまって
いる。これら３つの設問を統合して正解率を見
ると、15.7％の回答者が３問とも不正解であり、
29.4％が３問とも正解となっている。

表１　サンプルの属性　　　　　　　　　　　　　(単位:%)

男女計 男 女

○性別
　男
　女
○年齢
　40-44
　45-49
　50-54
　55-59
○結婚の有無
　有配偶
　その他
○現在居住地
　都市部
　農村部
○健康状態
　健康
　その他
○教育
　中学卒
　高校卒
　短大卒
　大学以上卒
○年間所得
　200万円未満
　200-800万円未満
　800万円以上
○ Tenure
　５年未満
　５-９年
　10-14年
　15-19年
　20-24年
　25年以上
○職業
　管理職・専門職
　事務職・販売職
　技能工・工場労働
　パートタイマー
　その他

52.4
47.6

27.8
24.3
23.4
24.5

80.7
19.3

87.4
12.6

53.4
46.6

4.7
42.4
23.7
29.2

35.7
54.1
10.2

22.6
14.5
11.4
10.5
15.7
25.3

23.1
17.3
9.5
22.9
27.2

100.0

27.5
23.4
24.2
24.9

81.8
18.2

88.0
12.0

53.4
46.6

6.0
38.6
12.1
43.2

11.9
70.4
17.7

15.3
8.8
8.9
12.0
19.2
35.8

33.1
17.6
14.9
4.0
30.3

100.0

28.1
25.4
22.5
24.0

79.6
20.4

86.8
13.2

53.3
46.7

3.3
46.5
36.2
14.0

62.1
36.1
1.8

30.7
20.8
14.3
8.9
11.8
13.6

12.1
17.0
3.6
43.6
23.7

　N 2339 1225 1114

表２　中高年就業者のファイナンシャル・リテラシーの理解度

質問 1: 利子率に関する理解 (%) 

現在１万円の貯蓄があり、利子率が年間２％だとすると５
年後には貯蓄額はいくらになると思いますか。

１　10,200円より多い
２　10,200円
３　10,200円より少ない
４　わからない

67.2
5.4
13.1
14.3

質問 2: インフレに関する理解 (%)

あなたの現在の銀行預金の利子率が年間１％で、インフレ
率（物価上昇率）が年間２％であった場合に１年後、その
預金で買うことができるものの価値は現在と比べてどうな
ると思いますか。

１　現在より多い
２　全く同じ
３　現在より少ない
４　わからない

3.8
3.0
66.0
27.2 
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　表3は正解数の平均値を男女別、年齢別にど
れくらい異なるかを計算したものである。平均
の正解数を男女別で見ると、0.3ポイント男性の
方が高くなっている。年齢別では40－44歳の
女性のポイントがやや低くなっている以外に違
いはみられない。

　また、表2に示されているように、「金融の知識」
に関する回答者自身の理解度を尋ねているが、
「とても乏しい」ことを意味する１、または２を
選択している回答者が60％を占めており、逆に
「とても豊富である」を示す７を選択している回
答者は僅か0.5％となっている。これらの調査結
果は日本における中高年就業者のファイナンシャ
ル・リテラシーは高くはなく、さらにその知識が
乏しい実情を回答者自身が深く認識しているこ
とを示している。Lusardi and Mitchell（2007）
や、Clark, Morr i l l and Al len （2011）が行なっ
た研究では、ファイナンシャル・リテラシーの能
力が劣る場合に、引退後の生活設計に必要な時
期や貯蓄額などの問題が起きるという実証的な
裏付けもなされている。当然、ファイナンシャル・

リテラシーの欠如は、大量の高齢者が存在するわ
が国においては、マクロ経済レベルでの貯蓄率
や経済成長にも影響を与える可能性を示してい
るといえよう。

5.人的資本の投資需要
　今回の調査では、現在の仕事を続けるために
さらに仕事上のスキルを向上する必要性につい
て尋ねている。表4に示されているようにほぼ
半分の中高年の就業者が、今後の就業を続ける、
または昇進するために、何らかの追加的な教育や
訓練が必要であると考えている。さらに定年後に
条件のよい仕事を見つけるために、特別な資格
やスキルを身につける必要があると思っている者
は60％以上にのぼり、その需要は高いといえる。

　ここで、仕事上のスキルの向上を望んでいる
回答者を前節でみたファイナンシャル・リテラシー
の正解率と比較してみよう。その結果は表5に
示されている。それぞれの回答を見ると、正解
率が高い、つまりよりファイナンシャル・リテラ
シーが高い回答者ほど、さらなる人的資本への
投資が高くなっている。3問とも正解である回答
者の約半分が人的資本の投資が必要と思ってい
るのに対し、全問不正解である回答者では30％
強にとどまっており、両者の違いは明らかである。

年　齢 男女計 男 女

40－ 44
45－ 49
50－ 54
55－ 59
合　計

1.74
1.78
1.75
1.78
1.76

1.87
1.91
1.86
1.84
1.88

1.56 
1.61 
1.60 
1.69 
1.61

表３　性別年齢別にみたファイナンシャル・リテラシー正解の平均値

人的資本に対する需要
正解数

0 1 2 3

現在の仕事を続けるために追加
的な教育や訓練が今後必要だと
思う回答者

33.4 39.3 45.8 49.7 

現在の仕事で昇進するために追
加的な教育や訓練が今後必要だ
と思う回答者

33.1 37.2 40.3 46.9 

定年退職後に条件のよい仕事
を見つけるために、特別な資
格やスキルを身につける必要が 
あると思う回答者 *

59.8 61.7 67.2 72.5 

* 定年後も仕事を持って働きたいと思う回答者に対して。

表５　ファイナンシャル・リテラシーと人的資本に対する需要

質問 3: 投資のリスクと多様性に関する理解 (%)

１つの会社の株を購入することは、株式投資信託より安全
な配当が提供されると思いますか。

１　はい
２　いいえ
３　わからない

3.8
42.4
53.8 

正解数 (%)

０
１
２
３

15.7
21.7
33.2
29.4

質問 4: 本人からみたファイナンシャル・リテラシーの理解度 (%)

一般的な投資、財テク、金融の知識についておうかがいします。 
１から７までの７段階で１を「とても乏しい」、７を「とても
豊富である」とすると、あなたの投資や金融に関する知識は
どのくらいだと思いますか。

１
２
３
４
５
６
７

35.0 
26.1 
19.1 
13.1 
4.5 
1.7 
0.5 現在の仕事を続けるために追加的な教育や訓練が今後必要

だと思う ( 単位 : %)

１．はい　　44.8 ２．いいえ　　55.2 

現在の仕事で昇進するために追加的な教育や訓練が今後必
要だと思う (単位 :%)

１．はい　　41.9 ２．いいえ　　58.1 

定年退職後に条件のよい仕事を見つけるために、特別な資
格やスキルを身につける必要があると思う *　( 単位 :%)

１．はい　　67.9 ２．いいえ　　32.1 

* 定年後も仕事を持って働きたいと思う回答者に対して。

表４　人的資本の投資需要

（注）太字は正解を示している。
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　追加的な人的資本の需要とファイナンシャル・
リテラシーの関係を統計的に見るために、他の社
会・経済的要素を考慮して分析 を行なった。そ
の結果を見るとより高いファイナンシャル・リテ
ラシーを持つ中高年就業者は、より高い人的資
本の需要を求めていることが統計的にも証明さ
れた。具体的には、表2で示されている３つのファ
イナンシャル・リテラシーの設問に対して正解が
2つ、ないし3つある場合には、正解が１つも
ない人と比較すると約10％以上、現在の仕事を
継続するために自らの追加的人的資本の必要性
を認識しているという結果になっている。また、
さらに現在の仕事引退後の就業においても、ファ
イナンシャル・リテラシーの正解率が高い人ほど、
追加的人的資本の需要が高いという結果が得ら
れた。
　このような形で追加的な人的投資の必要性に
対する意識差が現れた背景には、人的投資のリ
ターンや、リタイヤ後の生活費などのリスクが
どれくらいあるのかがファイナンシャル・リテラ
シーを身に付けることで把握されることに拠る
ものと思われる。この分析結果はファイナンシャ
ル・リテラシーの充実が人的資本の投資を促し、
中高年の労働者の生産性に寄与することが示さ
れている。

6.おわりに
　本稿では、ファイナンシャル・リテラシーの能
力と個人の人的投資の需要の関係を第２回「仕事
と家族」に関する全国調査を使用して分析した。
わが国のように少子高齢化が進行し、人口が減
少していく中でその経済発展を維持していく方
法の１つは、60歳以上の労働力、しかも充分な
人的資本を備えた生産性の高い労働力をどのよ
うに維持するかであろう。従って、現在就業し
ている中高年者就業者がさらなる人的資本投資
やスキルの習得を望んでいるのかということや、
どんな要因が高齢労働市場の競争に影響を与え
るのかといったことを分析するのは政策的にも
非常に有用である。
　ファイナンシャル・リテラシーの習得は、消費
と貯蓄、投資の選択、追加的な教育投資の必要
性を選択するときに客観的に最適な選択する方
法の一つある。追加的なスキルや教育などの必
要性の認識は、更なる生産力を高めるための最
初のステップである。特に人口高齢化が世界で

最も顕著な日本は、その能力が特に低いと言わ
れている（OECD, 2008）。今回の結果からは、
今後のわが国の経済を維持させる上でもファイ
ナンシャル・リテラシーに関する教育の充実は、
重要な政策課題であると示されている。今後は
この分野のデータ収集を継続・発展させるとと
もに、さらに詳細な分析からの政策的な資料の
提供を続けることが必要だと思われる。
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1.使用する暖房器具
　どのような暖房器具を使っているか聞いたと
ころ、「石油ストーブ・ファンヒーター」が最も
多く56.0％、次いで「エアコン」（50.1％）も半数
以上が使用していると答えた。以下、「電気こた
つ」（36.7％）、「ホットカーペット」（30.1％）も
３割以上が使用していると答えた。（図１）
　性別で差が見られるのは「湯たんぽ、あんか、
足温器」で、男性の8.8％に対し女性は20.1％が
使用している。年代別では、20歳代から40歳
代までは「エアコン」が最も多く、50歳代以上の
年代では「石油ストーブ・ファンヒーター」が最
も多くなっている。また、「電気毛布」の使用は
60歳代と70歳以上で２割台と他の年代に比べ
多くなっている。

2.省エネを意識した暖の取り方
　今年の冬、省エネを意識した暖の取り方を
考えているか聞いたところ、「考えている」が
70.9％と７割を超える。一方、「考えていない」
は28.6％となっている。

　性別で見ると、「考えている」のは男性67.0％、
女性75.0％と、女性の方が多くなっている。年
代別で見ると、「考えている」のは40歳代で
75.0％と最も多いのをはじめ、30歳代から60歳
代で７割を超えている。（図２）

　次に、省エネを意識した暖の取り方を考えて
いると答えた人に、具体的な省エネ対策を尋ね
たところ、「暖房器具の使用を控え目にする」が
56.4％と最も多く、次いで「暖房器具の設定温度
を下げる」（50.6％）も半数以上が答えた。以下、
「これまでの冬より厚着する」（42.6％）、「暖房
などを使う部屋を少なくする」（31.7％）の順に
なっている。（図３）
　性別で見ると、「暖房器具の設定温度を下げる」
（男性53.0％、女性48.3％）は男性の方が多く、
「これまでの冬より厚着する」（男性37.1％、女
性47.8％）、「暖房などを使う部屋を少なくする」
（男性27.4％、女性35.7％）は女性の方が多くなっ
ている。年代別で見ると、「暖房器具の設定温度
を下げる」は30 ～ 40歳代で５割台半ばと多く
なっている。また、「これまでの冬より厚着する」
「暖房などを使う部屋を少なくする」は30歳代で
他の年代より多くなっている。

■防寒に関する世論調査
時事通信社では、2011年12月9日から12日にかけて、無作為に選んだ全国20歳以上の男女
個人2,000人を対象に、「防寒に関する世論調査」を実施した。この調査は、調査員による面接聴
取法により実施し、1,264人から回答を得た。

図１　使用する暖房器具
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ホットカーペット
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図２　省エネを意識した暖の取り方（性別、年代別）
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3.保温性に優れた衣服やグッズの購入経験
　保温性に優れた素材を使った衣服やグッズ
を買ったことがあるか聞いたところ、「ある」が
68.4％と７割近くとなった。購入経験がない人
の割合は31.3％であった。
　性別で見ると、購入経験があるのは男性
62.2％に対し、女性74.8％と、女性の方が多くなっ
ている。年代別で見ると、購入経験があるのは
40歳代以下の年代では８割を超え、50歳代でも
76.7％となっている。（図４）

　次に、保温性に優れた衣服やグッズを購入し
たことがあると答えた人に、良いと思う点を尋
ねたところ、「軽量で動きやすい」が60.1％と最
も多く、以下、「たくさん着こまなくても暖かい」
（52.8％）、「値段が手ごろ」（47.0％）、「着心地・
肌ざわりがいい」（45.1％）の順になっている。
　性別で見ると、ほとんどの項目で女性の方が
多くなっているが、中でも「服がかさばらず着や
せできる」（男性18.1％、女性38.2％）、「洗濯
がラク」（男性6.5％、女性26.5％）は女性の方が
20ポイント多くなっている。（図５）

4.防寒にあたり気をつけていること
　防寒にあたり気をつけていることを聞いたと
ころ、「厚手の靴下、タイツ、ネックウォーマー
などをうまく利用すること」が最も多く48.1％
となっている。以下、「服を多く着て過ごすこ
と」32.8％、「安全性の高い暖房器具を使うこと」
32.6％、「光熱費を節約できる暖房器具を使うこ
と」32.5％となっている。（図６）
　性別で見ると、「厚手の靴下、タイツ、ネック
ウォーマーなどを利用すること」（男性36.3％、
女性60.6％）、「体を温める食べ物や入浴など、
自分で身体を温めること」（男性15.6％、女性
39.1％）は女性の方が際立って多くなっている。
以上のように、防寒に対する意識や行動は、男
女による差が多く見られる。（調査子）
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図５　保温性に優れた衣服やグッズについて、よいと思う点（性別）

図４　保温性に優れた衣服やグッズの購入経験（性別、年代別）

図３　具体的な省エネ対策

図６　防寒にあたり気をつけていること
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一般社団法人への移行のお知らせ
　当社は、公益法人制度改革への
対応について諸準備を進めてまい
りましたが、この度、内閣府の認
可を受けて、2月1日に一般社団
法人への移行登記が完了し、一般
社団法人中央調査社としてスター
トすることとなりました。
　つきましては、これまでと同様
に世の中の動きを的確に把握し、
皆様のお役に立てるよう質の高い
データ提供を心がけてまいります。
　今後とも一層のご指導、ご鞭撻を
賜りますようお願い申し上げます。

一般社団法人中央調査社
会長　中田　正博

1月の時事世論調査
　1月の時事世論調査の結果がま
とまった。野田内閣の支持率は
前月から4.0ポイント減の28.4％
に低下し、不支持率は同 6.5 ポ
イント増えて 48.3％だった。政
権発足から 4ヵ月余りで「危険
水域」とされる３割を初めて割っ
た。消費増税に反対する民主党
の一部議員が離党したことや、
政府が昨年末に同党の衆院選マ
ニフェストに反して群馬県八ツ
場ダムの建設継続を決めたこと
などが支持率に影響を与えたと
みられる。
　調査は全国の成人男女 2000 人
を対象に、個別面接聴取法で 1
月 6日から 9日に実施。有効回
収（率）は 1308（65.4％）だった。

　この時期の動きを見ると、国内
では、政府と東京電力は、福島
第一原発１～４号機の廃炉完了
まで最長 40 年とし、3期に分け

した（同 16日）。
　北朝鮮は、最高指導者の金正
日総書記（69 歳）が 17 日死去
したと発表。国営朝鮮中央通信
は、三男の正恩氏（28 歳）を後
継者として国内外に正式に伝え
た（同 19日）。
　ロンドン、ニューヨーク外国
為替市場で１ユーロ＝ 99円台を
つけ、10 年半ぶりに 100 円の大
台を割った。欧州債務危機の深
刻化でユーロ安・円高が加速し
た（同 30日）。

　政党支持率は、民主党が前月
比 1.5ポイント増の 11.6％。自民
党は 0.2ポイント増の 13.3％で、
両党の差は前月の 3.0 ポイント
から 1.7ポイントに縮小した。支
持政党なしは 0.2 ポイント減の
67.0％。

　国民の景気感は、「良くなっ
た」は前月より0.2ポイント減の
4.0％。「悪くなった」は 6.6ポイ
ント減の 35.4％。この結果、時
事世論景気指数は 97となり、先
月よりやや改善した。

　昨年の今頃と比べて暮らし向
きは、「楽になった」は 0.7ポイン
ト増えて 3.5％、「苦しくなった」
は 3.9 ポイント減って 28.3％と
なった。

た中長期の工程表を決定した（12
月 21日）。
　政権交代後に中止された八ッ
場ダムについて、前田国交相は、
建設を再開し12年度予算案に本
体工事費を計上すると表明した
（同 22日）。
　12 年度予算案を臨時閣議で
決定。一般会計の歳入のうち国
債の占める割合は 49.0％で当初
予算としては過去最悪。一般会
計総額は 90 兆 3339 億円で６年
ぶりに前年度を下回った。ただ、
基礎年金の国庫負担分の一部を
年金交付国債で、東日本大震災
の復興費を特別会計で手当てし
ており、これらを加えると96兆
6975 億円と実質で過去最大規模
となる（同 24日）。
　死刑執行が 11年は１度も行わ
れないことが確定。執行ゼロの
年は1992 年以来、19年ぶり（同
28日）。
　民主党に離党届を提出した内
山晃元総務政務官ら衆院議員９
人は、内山氏を代表とする「新
党きづな」の設立を総務相に届
け出た。設立は昨年 12 月 30日
付（1月 4日）。
　政府、与党は、消費税率を
14 年 4 月に 8％、15 年 10 月に
10％へと引き上げることを柱とし
た社会保障と税の一体改革素案
を決定した（同 6日）。

　国外では、南アフリカで行わ
れた国連気候変動枠組条約第 17
回締約国会議（COP17）は、京
都議定書を延長し、20 年に新た
な法的枠組みの発効などを盛り
込んだ「ダーバン合意」を採択
して閉幕した（12月 11日）。
　オバマ米大統領は、14日「イ
ラク戦争の終結」を宣言。イラ
ク駐留米軍が、バグダッドで解
散式を行い、約 9年に及んだイ
ラク戦争は名実ともに終結した
（同 15日）。
　世界貿易機関（WTO）は、経
済大国の中で唯一の未加盟国
だったロシアの加盟を正式承認

◇  告　知　板

時事世論景気指数

2005年 06年 07年 08年 09年 10年 11年
131.1 143.7 117.2 42.0 61.0 96.8 84.1
11年（１月）（２月）（３月）（４月）（５月）（６月）（７月）

115 109 91 47 68 71 84
（8月）（9月）（10月）（11月）（12月）12年（１月）
78 88 90 83 86 97
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